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研究課題の概要 

 

 

農林水産業に起因する環境負荷の低減を図るため、農林水産業における温室効果ガス(GHG ※１)削減

や化学農薬・化学肥料の使用量の低減、有機農業の取組面積の拡大等を目指すみどりの食料システム戦

略（以下「みどり戦略」という。）に対応した技術の研究開発を推進する。Ｒ７年度からは、以下の８

課題を新規で実施する。 

 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発（新規）】 

施設園芸における農作物の生産においては、農業分野におけるGHG排出量の1/3を占める化石燃料の使

用削減が重要な課題であり、その解決のためには、化石燃料を必要としないヒートポンプ（※２）の利

用拡大が必須であるが、ヒートポンプの利用においては、外気温が低い際のエネルギー消費効率の低さ

による電力・導入コストが課題となっている。このため、エネルギー効率の良いヒートポンプ及びその

利用方法の開発のほか、コスト回収のための園芸施設の周年利用方法を開発する。 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発（新規）】 

中山間地域（※３）は耕地面積、農家数、農業産出額の約４割を占め、我が国農業にとって重要な役

割を担っているが、平野部と比べると大型農機の導入による生産性向上はなじみにくく、また人口減少

に伴い給油所過疎地も増えていること等も踏まえると、様々な農業機械を効果的に電化して、導入・運

用する必要がある。電動農機は、メーカーにより仕様がバラバラで共通化されておらず、共通仕様等に

よる低コスト化の取組、ひいては農業の生産性向上が重要となる。このため、小型電動農機の開発にお

ける心臓部を共通ユニット（※４）化するとともに、作業環境に応じた足回り等のアタッチメントを適

切に組み合わせることのできるシステムの構築により、マルチユースに活用可能な電動ビークルを開発

する。 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発（新規）】 

農林水産分野におけるGHG排出削減に貢献する農業用等の廃プラスチックの排出抑制に向け、我が国

で賦存量の多い木質バイオマスを利用した素材を広く利用できるようにするため、機能性セルロース素

材（※５）を低コストで製造する省力化技術と、セルロースを取り出す際に同時に得られるリグニン（

※６）も活用した農業用資材等の開発を行う。 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発（新規）】 

環境に配慮した農業を推進するためには、適切な化学農薬の施用による病害虫のまん延防止と環境負



 
荷低減の両立が求められる。特に国内の化学農薬使用量（リスク換算）の半分以上を占める土壌くん蒸

剤（※７）については、使用量の低減が急務であり、本課題では、土壌くん蒸剤の防除効果を増強する

深層施用技術、有効成分の揮散（※８）を抑えるガスバリアーフィルム性能の評価基準と土壌全面被覆

の敷設技術の開発を行う。併せて、化学農薬使用量の低減時における土壌病害虫の防除効果と環境負荷

低減の効果を同時に評価できる手法を確立する。 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発（新規）】 

今後20年間で基幹的農業従事者は1/4に減少することが見込まれ、担い手へ農地が集約していくこと

から、農地の省力的な維持管理に貢献できる飼料作物の作付け増加が期待されるが、飼料作物は肥料要

求量が多く、飼料生産を拡大した場合には化学肥料施用量の増加が課題となる。このため、堆肥主体の

施肥管理技術を開発するとともに、飼料品質を現場で迅速に評価する技術を開発し、畜産農家が安心し

て利用できる安定した品質の飼料を生産、流通させ、国産飼料の利用拡大を図る。 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系（新規）】 

有機農業の拡大には、国内で大きな面積を占める水田作において実需ニーズが高い大豆生産を核とし

た各地域環境に合わせた有機栽培技術の体系化が課題となっている。そこで、機械除草栽培、農薬に依

存しない防除、地力再生、GHG削減を推進するみどり戦略に則した技術の効果を実証し、既存データと

の連携により各地域向けの次世代輪作モデルを体系化し、その適用性を検証する。 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発（新規）】 

有機農業では、収量低下や病害発生に対する具体的な対策技術が乏しく、安定生産に導く有効な指標

が見当たらない。そこで、養分供給や病害抑止に貢献する新たな有機物利用技術を開発すると共に、土

壌生物性（※９）の指標化を進め、有機物投入により土壌生物機能（※10）を最適化するための意思決

定手法を開発する。 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発（新規）】 

「食料安全保障強化政策大綱（改訂版）」（令和５年12月）において、水産業では養殖飼料用魚粉の

国産化等を推進している。また、「養殖業成長産業化総合戦略（改訂版）」（令和３年７月）に基づき

魚類養殖生産量を増大する計画が進められている中、配合飼料の原料費（特に魚油（※11））が著しく

高騰している。持続的な養殖生産の実現に向けては、主に輸入される天然魚を原料とする配合飼料の代

替として、環境負荷が小さく、安定供給が可能な新たな国産飼料が必要であることから、本課題では国

内で微細藻類（※12）から安定的に魚油代替油（※13）を生産できる技術を開発するとともに、魚油代

替油を利用した国産配合飼料を開発する。 

 

１．委託プロジェクト研究課題の主な目標 

中間時（２年度目末）の目標 最終の到達目標 

 

 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のため

の周年安定生産システムの開発】 

・エネルギー効率の高い環境制御技術（※14）の開

発とマニュアル化 

・ヒートポンプの周年利用方法の開発 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動

ビークルの開発】 

・マルチユースに活用可能な電動ビークル開発の基

盤となる、共通ユニットと複数の足回り等のアタ

ッチメントを適切に組み合わせることのできるシ

ステムを１つ以上開発 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた

国産バイオマス由来製品の開発】 

・セルロースナノファイバー（CNF）の製造に必要な

ナノ化工数を２分の１以下に省力化した機能性セ

ルロース素材の製造技術を開発し、その農業用用

途を１種類以上開発 



 
・現行の石油系プラスチック製品と同程度のコスト

で、生分解性を持つリグニン系農業用資材を１種

類以上開発 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

・土壌くん蒸剤の地下深層への施用と施用量を低減

する機械の開発 

・ガスバリアーフィルム性能の評価基準の確立 

・土壌全面被覆処理するフィルム敷設機の開発 

・病害虫防除効果の持続性と環境負荷低減効果の同

時評価手法の確立 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生

産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

・飼料品質の迅速評価技術を１つ以上開発 

・堆肥や土壌診断等を活用し、飼料作物の化学肥料

の施用量を50％削減する施肥管理技術を１つ開発 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイ

ズを核とした次世代輪作モデル体系】 

・抵抗性品種や天敵等による化学農薬に依存しない

防除技術を１つ以上開発 

・緑肥作物（※15）等による、地力再生を実現する

新たな有機物利用技術を１つ以上開発 

・生産性向上とGHG削減を両立させる新品種を活用し

た栽培技術を１つ以上開発 

・次世代輪作モデル体系を２つ以上確立し、その適

用性を検証 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推

進技術及び土壌生物性指標の開発】 

・作物への栄養供給や病害抑止に関わる土壌生物性

の改善に有効な堆肥の製造方法や緑肥作物等の選

定、利用方法を1つ以上提示 

・作物生育に影響を与える土壌生物性について、日

本の代表的な畑土壌に適用可能で客観的な評価指

標を２つ以上開発 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向け

た藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

・DHA産生微細藻類の魚油代替としての飼料原料 

 化 

・飼料原料に魚を利用しないオール国産飼料の 

 開発 

 

２．事後に測定可能な委託プロジェクト研究課題全体としてのアウトカム目標 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発】 

・本課題で開発した環境制御プログラムが実装されたヒートポンプを対象作物（トマト、ナス、キュウ

リ等）の40% (5,500ha) に対して導入することで、 みどり戦略KPI2030年目標「ヒートポンプ等の

導入により、省エネルギーなハイブリッド型園芸施設（※16）を50%にまで拡大」（50%:約8,500ha）

について、目標値の65%相当の達成に貢献 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発】 

・開発したシステムの農機メーカー等への公開・移転により、多様な電動農機の低コストな開発の加速

や、中山間地域における電動農機の普及率の（草刈機並の）拡大が図られ、みどり戦略が掲げるKPI



 
「農林業機械・漁船の電化」の2040年の技術確立に貢献 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発】 

・園芸施設等での木質系素材利用により、農業分野からのプラスチック排出量(12万トン(2022年時点))

の削減に貢献 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

・みどり戦略KPI2030年目標「化学農薬使用量（リスク換算）10％低減」に貢献 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

・既存の飼料生産圃場および新たに飼料作物を作付けする圃場等に開発した施肥管理技術が導入され

ることにより、みどり戦略KPI2030年目標「化学肥料使用量20％削減」に貢献 

・成分を表示した国産飼料の流通が可能になり、国産飼料の需要が増加することで、食料安全保障強

化政策大綱で2030年目標とする「飼料作物の生産面積32％拡大（2021年比）」に貢献 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系】 

・品種等を活用したゼロエミッション栽培体系構築への貢献 

・次世代輪作モデル体系の導入により、みどり戦略KPI2030年目標「化学肥料使用量を72万tに低減（20

%低減）」に貢献（KPI換算３万t低減（3.3％低減）、水田作水稲・ダイズに適用、有機農業への転換

により化学肥料を0.5万t削減、慣行栽培の減肥により化学肥料を2.5万t削減） 

・次世代輪作モデル体系の導入により、みどり戦略KPI2030年目標「有機農業の取組面積6.3万ha」達成

に貢献（KPI換算2.1万ha（0.5％）、水田作水稲・ダイズに適用） 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発】 

・土壌生物性指標および土づくり推進技術の導入により、みどり戦略KPI2050年目標「化学肥料使用量

を63万tに低減（30％低減）」に貢献（KPI換算12万t低減（13％低減）、土地利用型園芸・畑作に適

用） 

・土壌生物性指標および土づくり推進技術の導入により、みどり戦略KPI2050目標「有機農業の取組面

積100万ha（25％）」達成に貢献（KPI換算12万ha（2.9％）、土地利用型園芸・畑作に適用） 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

・配合飼料の国産化により、みどり戦略KPI2030年目標「2030年までに養魚飼料の64%を配合飼料給餌に

転換」に貢献 

 

 

【項目別評価】 

 

 

 

 

 

 

１．農林水産業・食品産業や国民生活のニーズ等から見た研究の重要性 ランク：Ａ 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発】 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

施設園芸における農作物の生産においては、農業分野におけるGHG排出量の1/3を占める化石燃料の使

用削減が重要な課題であり、みどり戦略においても2030 年のKPI目標「ヒートポンプ等の導入により、

省エネルギーなハイブリッド型園芸施設を50%にまで拡大」に位置付けられていることから、化石燃料

の燃焼を必要としないヒートポンプの利用拡大が必須である。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 

ヒートポンプの利用については、外気温が低い際など、エネルギー消費効率の低さが問題となるため、

エネルギー消費効率の良いヒートポンプの開発と、エネルギー効率の良い利用方法の開発、更には、導

入コストや電力コスト低減のための周年利用の方法の開発が普及にとって重要であり実用性が高い。 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発】 

① 農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

 「みどりの食料システム戦略」において、農林水産業のCO2ゼロエミッション化に向け、農林業機械･

漁船の電化・水素化技術の確立を図るKPIが位置付けられている。このため本課題では、中山間地域で



 
の多岐に亘る農作業について、現場ニーズを踏まえつつ、共通ユニットと作業環境に応じた足回り等の

アタッチメントを組み合わせるシステムを構築することにより、小型電動農機のコストダウン・普及拡

大を図り、環境負荷の低減に貢献するもので、本課題の重要性は高い。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 

小型電動農機は、これまでにも幾つかの開発が行われているものの、様々な現場環境に応じてバラバ

ラな仕様で開発されており極めて高価なものとなっていた。このため本課題では、中山間地域での多岐

に亘る農作業について、現場ニーズを踏まえつつ、共通ユニットと作業環境に応じた足回り等のアタッ

チメントを組み合わせるシステムを構築することにより、小型電動農機のコストダウン・普及拡大を図

る。したがって本課題は、先導的かつ実用性の高い研究開発である。 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発】 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

 みどり戦略において、農林水産業のCO2ゼロエミッション化に向け、持続可能な資材調達による脱炭

素化を図るため、木質系素材である改質リグニンやセルロースナノファイバー（CNF）等の開発が位置

づけられている。また、現在、海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する法的

拘束力のある国際文書(条約)（※17）について、2024年内の作業完了を目指して、政府間交渉委員会で

議論されるなど、脱プラスチックの動きが加速化しており、本課題の重要性は高い。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 
これまでに、セルロースナノファイバー（CNF）等の高機能新素材の開発・実証が進められてきたが､

汎用化に向けては低コスト化が大きな課題となっている。このため本課題では、国産高成長樹木を原材

料として、従来のCNFのナノ化工数を２分の１以下に省力化した機能性セルロース素材の製造技術を開

発し、ビニールハウス関連資材等の農業用用途開発に取り組む。また、セルロースを取り出す際に同時

に生成されるリグニン系素材を、海洋汚染をもたらすマイクロプラスチックの一つである肥料の被覆材

や、育苗ポット、トレイ（農林水産分野で廃棄されるプラスチックの17%を占める）に素材利用するた

め、生分解性（※18）を持つ汎用素材の開発を行う。以上より、本課題は先導的かつ実用性の高い研究

開発である。 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

土壌くん蒸剤は使用量も多いことから、化学農薬使用量全体の半数以上を占める。一方で、従来の施

用技術では、有効成分の揮発等により効果が不十分かつ環境負荷が大きい等の課題があるため、適切な

防除効果を発揮しつつ、使用量を削減する技術開発が生産現場から強く望まれており、本研究は重要な

課題である。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 

 従来の土壌くん蒸剤の施用技術では、土壌深層への薬剤の施用や、成分揮散を大幅に抑制する土壌全

面被覆ができないため、十分に病害虫を防除できずに毎作の施用を行う例が多く、リスク換算値の高い

土壌くん蒸剤の使用量が減少しないことが課題となっている。本研究は、これらの問題を解決するもの

であり、先導性と実用性の意義は高い。 

また、環境DNAを用いて土壌くん蒸剤の施用後の時間経過に伴う土壌微生物や土壌動物の種類や密度

等を評価することで、化学農薬の防除効果の持続性及び環境負荷低減の効果を同時に検証しようとする

ものであり、独創性と実用性が高い。 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

基幹的農業従事者の減少が見込まれる中、農地の省力的な維持管理に貢献できる飼料作物の作付け増

加が期待される。本課題は飼料生産を拡大した場合に問題となる化学肥料施用量の増加抑制や、畜産農

家が安心して利用できる安定した品質の飼料を生産、流通させ、国産飼料の利用拡大を図るものであ

り、重要性が高い。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 



 
飼料品質の迅速分析にあたっては、未粉砕のサンプルの成分分析を迅速に行う必要があるが、生産現

場で利用可能な技術が開発されていない。また、堆肥の肥効予測技術は開発されているが、品質の安定

した飼料を生産する技術の開発・実証が行われていない。そこで、本課題では携帯型の分析機器等を利

用し、未粉砕のサンプルの品質評価技術を開発するとともに、堆肥の肥効予測技術等を活用し、化学肥

料使用量の削減と飼料品質の安定の両立が可能な施肥管理技術を開発し、生産現場への普及を図るもの

であり、科学的・技術的意義が高い。 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系】 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

水田作有機栽培では、有機栽培の栽培技術を効率的に普及させるために、実需ニーズが高い大豆生産

を核として、各地域環境に合わせた体系化が課題として挙げられている。このため、主要産地におい

て、実証研究に基づくモデル体系のマニュアル作成を急ぎ推進する必要がある。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 

 地力再生を実現する新たな有機物利用技術や、栽培技術等との組み合わせによる効率的な機械除草体

系、およびGHG低減技術を開発する。これらの技術を集積し、地域に普及できるデータ駆動型水稲―大

豆の「みどり」モデル体系を提案するものであり、科学的検証に基づく有機農業体系の実証は先導性お

よび実用性が高い。 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発】 

① 農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

有機農業では、肥料源の確保が困難であり、有機物の効率的利用が課題である。また、栄養不足や病

害による被害を抑えられる栽培法が必要であるが、化学肥料・農薬に頼らず安定的な生産の成立に導く

指標が見当たらない。また、作物への養分供給や病害抑止に関わる生物性指標及び土づくり推進技術の

開発が急務であり、有機農業の取り組み面積拡大の技術的基盤を確立するために必須の取組である。 

 

② 研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 

 土壌中に蓄積したリンの効率的利用や病害発生リスクの低減を目標に、100以上の圃場から土壌DNAを

収集・解析し、土壌タイプ別に、土壌生物性指標に基づき、上記利用技術の展開を図るための意思決定

手法を開発するものであり、最新の技術を導入し、有機栽培に導入可能な指標開発を行う取組は、革新

性・先導性が高い。 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的ニーズ等から見た重要性 

「養殖業成長産業化総合戦略（改訂版）」（令和３年７月）に基づき養殖生産業の成長産業化を推進

している。生産量の増大には配合飼料の増産が必要になるが、その原料である魚粉や魚油が高騰してい

ることから、本課題の低コストな魚油代替油の生産技術及び、魚油代替油と魚粉代替タンパクを用いた

国産配合飼料の開発は、重要な取組である。 

 

②独創性、革新性、先導性又は実用性 

本課題は、大量培養可能な微細藻類の一種であるオーランチオキトリウム（※19）を用いて魚油代替

となる原料を生産する試みであり、独創性・革新性が高い取組である。安価な糖類で培養できる有用形

質株（※20）を探索し、魚油の代替原料を低コストで大量に生産できるようにすることで、国産原料を

用いた配合飼料の実用化が期待され、先導性が高い。また、開発した代替油を用いることで健康性機能

を高めたDHA強化魚を生産することが可能になり、養殖魚の付加価値の向上も期待されることから、実

用性が高い。 

 

２．国が関与して研究を推進する必要性 ランク：Ａ 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発】 

① 国自ら取り組む必要性 

農林水産省は、みどり戦略において、2030年のKPI目標「ヒートポンプ等の導入により、省エネルギ

ーなハイブリッド型園芸施設を50%にまで拡大」の数値目標を掲げており、行政が主導する持続可能な

食料システム構築という産業構造の変革において、みどり戦略2030年のKPI目標達成に向けて緊急に着



 
手すべき課題である。化石燃料使用量の多い施設園芸の分野でこの変革実現のためには、ヒートポンプ

という機器の開発だけではなく、機器の利用方法と栽培方法をシステムとして開発し、その有効性を実

証し迅速に普及する等、国主導で課題全体に対応した研究を推進する必要がある。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

本研究は、上記KPI目標に掲げられたヒートポンプの普及に資する課題であり、2030年のKPI目標達成

に向けて、国が率先して研究を推進する必要がある。 

 

【課題② 中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発】 

①国自ら取り組む必要性 

本課題は、中山間地域での多岐に亘る農作業について、現場ニーズを踏まえつつ、共通ユニットと作

業環境に応じた足回り等のアタッチメントを組み合わせるシステムを構築することにより、小型電動農

機のコストダウン・普及拡大を図り、環境負荷の低減に貢献するものである。こうした取組・コンセプ

トについては、相互に競争環境にある民間では難しく、今後の方向性を提示する協調領域として、国主

導で開発する必要がある。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

 みどり戦略が掲げるKPIでは、農林水産業のCO2ゼロエミッション化に向け、農林業機械・漁船の電化

・水素化技術の確立を2040年までに行うとされているが、現状における電動農機の普及率は極めて低い

水準にあり、迅速な開発・普及が求められている。このため、本課題で実施しようとする小型電動農機

のコストダウン・普及拡大に資する技術開発については、着実かつ迅速に進めていく必要があり緊急性

が高い。 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発】 

①国自ら取り組む必要性 

木質資源の中でも今後の利活用が期待される国産高成長樹木を用いた代替素材原料の開発は、中長期

的な視野で取り組むべき課題であり、脱炭素・脱プラスチックを目指す国の方針に合致するものである

。出口とする農業分野におけるプラスチック使用量の低減は喫緊の課題であり、早急に実用化すること

が求められる。民間企業のみでは、利用実績のない国産木質資源を原材料として新たな石油代替素材開

発に取り組むことはリスクが高いため、国が先導して取り組むことが必要である。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する法的拘束力のある国際文書(条約)

について、2024年内の作業完了を目指して、政府間交渉委員会で議論されており、農林水産分野におい

てもさらなる取組みが求められる可能性がある。なお、プラスチック条約の如何に関わらず、政府の「

プラスチック資源循環戦略」や「バイオプラスチック（※21）導入ロードマップ」に沿って、農林水産

分野においても、プラスチック排出量の削減などの３Ｒ（※22）や、国内バイオマス由来のバイオプラ

スチックの開発を着実かつ迅速に進めていく必要がある。 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

①国自ら取り組む必要性 

本課題で取り組む土壌くん蒸剤の使用量低減技術は、全国各地の生産者や民間企業が活用可能な汎用

性の高い基盤的技術である。しかし、短期的に見ると、土壌くん蒸剤を製造・販売する農薬メーカーや

農業協同組合等の売上げの減少につながることから、民間主導では技術開発が進まないため、国が主導

して研究開発及び実用化に向けた取組を行うべき課題である。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

みどり戦略において、2030年までに化学農薬使用量（リスク換算）を10％低減する目標を掲げている

中、最もリスク換算値の高い化学農薬である土壌くん蒸剤の使用量低減は喫緊の課題であり、早急に取

り組む必要がある。 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

①国自ら取り組む必要性 

飼料作物は畜産経営が自給的に栽培する、もしくは、コントラクター（※23）、TMRセンター（※24

）等が作業受託して生産していることが多く、新たな技術開発に取り組む余力はない。また、飼料作物



 
は販売単価が安く、民間による新たな技術開発が行われにくいことから、国自らが技術開発に取り組む

必要がある。 

 

② 次年度に着手すべき緊急性 

今後20年間で基幹的農業従事者の大幅な減少が見込まれる中、畜産経営に需要があり、省力的な農地

の維持管理にも資する飼料作物の作付け拡大が期待されている。また、みどり戦略では2030年の目標で

ある化学肥料使用量20％削減、食料安全保障強化政策大綱では2030年に飼料作物の生産面積32％拡大（

2021年比）することを目標としており、化学肥料の削減および安定した品質の国産飼料を生産するため

の技術開発に早急に取り組む必要がある。 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系】 

①国自ら取り組む必要性 

 本事業は、全国に展開可能な次世代水田作モデル体系の確立を目指すものであり、試験圃場が限られ

ている有機栽培の実証も行いながら実効性の高いモデル体系を提示するために、複数の公設試が参画す

る国レベルの研究事業により推進することが最適である。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

みどり戦略では2030年までに、耕地面積に占める有機農業の取組面積を6.3万haに拡大する目標を達

成するため、国が進める産地パワーアップ事業等では、有機栽培のマニュアル作成が求められている。

このため、本事業において、有機栽培に対応した次世代水田作モデル体系を速やかに確立し、優れた栽

培技術を強力に横展開する研究事業の実施が早急に必要である。 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発】 

① 国自ら取り組む必要性 

 土壌生物性指標は、全国において統一的に導入されることが、スケールメリットや利用の利便性の観

点から望ましく、とくに有機栽培を実施する試験圃場や現地試験を有する公設試等の研究勢力を集結し

て、体系的に推進すべき課題と考えられる。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

食料をめぐる情勢は大きく変化しており、国際紛争による肥料価格高騰等、不測の事態が起こるリス

クが増大している。このため、化学肥料低減対策の普及が急務となっている。また、みどり戦略では20

50年までに、耕地面積に占める有機農業の取組面積を100万ha（25％）に拡大する目標を達成するため

、安定的な収量確保と病害抑止を両立できる土づくり推進技術の早期確立が求められる。 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

①国自ら取り組むべき必要性 

本課題は原料メーカーなどが魚油代替油を生産するが、養殖業で７割を占める飼料コストの高騰に苦

しむ水産飼料メーカーや養殖業者に裨益する。また、低価格化の実現により、国産原料を用いた配合飼

料の国産化の加速が期待される。さらに、研究内容が基礎から応用までの広範であり、産官学が知識や

技術を結集する必要があることから、民間単独で実施するのは難しく、国が主導して取組むべき課題で

ある。 

 

②次年度に着手すべき緊急性 

近年、魚油価格は、世界的な養殖業の拡大で、原料の買い負け等の影響により、輸入魚粉よりも著し

く高騰し、今後も同様の傾向が続くことが見込まれることから、配合飼料価格が上がり、今以上に国内

養殖業がひっ迫することが見込まれる。本課題は、魚油価格の安定化、配合飼料原料の国産化を目的と

した緊急性の高い課題である。 

 

３．研究目標（アウトプット目標）の妥当性 ランク：Ａ 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発】 

①アウトプット目標の明確性 

本課題におけるアウトプット目標は、本課題で開発する省エネルギー型環境制御技術を用いた現地実

証と、この結果を合わせた民間の環境制御機器に実装するための技術のプログラム化であり、明確な目

標を設定している。 

 



 
②目標とする水準の妥当性 

上述のように、本課題の目標は省エネルギー型環境制御技術のプログラム化であるが、これは単に省

エネルギー型環境制御技術の開発であるのみならず、エネルギー消費効率の良いヒートポンプの普及に

必要な導入コストおよび電力コスト回収に資する技術でもあるため、ヒートポンプ普及のために妥当な

目標水準である。 

 

③達成の可能性 

本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズとし、これらの技術の応用、実用化を進める

ための高度化等に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は高い。 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発】 

①アウトプット目標の明確性 

アウトプット目標は、マルチユースに活用可能な電動ビークル開発の基盤となる、共通ユニットと複

数の足回り等のアタッチメントを適切に組み合わせることのできるシステムを１以上開発することであ

り、明確である。 

 

②目標とする水準の妥当性 

本課題では、普及拡大に向けた電動農機のコストダウンに係る技術開発を目指しており、電動農機に

規模の経済を働かせてコストダウンを図る上で必要不可欠な要素である、共通ユニットと複数の足回り

等のアタッチメントを適切に組み合わせることのできるシステムを１以上開発することから、本課題の

目標とする水準は妥当である。 

 

③達成の可能性 

本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズとし、これらの技術の応用、実用化を進める

ための高度化等に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は高い。 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発】 

①アウトプット目標の明確性 

アウトプット目標については、以下のとおりであり、明確性が高い。 

・国産高成長樹木を利用し、ナノ化工数をCNFの２分の１以下に省力化した機能性セルロース素材の製

造技術を開発し、その農業用用途を１種類以上開発する。 

・現行の石油系プラスチック製品と同程度のコストで生分解性を持つリグニン系農業用資材を１種類以

上開発する。 

 

②目標とする水準の妥当性 

セルロースナノファイバー（CNF）は、ナノ化工程でコストがかさむことが課題である。一方で、ナ

ノ化までいかない、部分ナノ化したセルロース素材でも、利用方法によって機能性を発揮させることが

可能であることから、本課題では、国産高成長樹木を原料として、ナノ化工数を２分の１以下とする簡

易ナノ化法を開発し、農業用用途に適した製造コストと機能性を有する製品開発を行う。また、リグニ

ン系農業用資材についても、現行の石油系プラスチック製品と同等のコストで生分解性を持つ製品開発

を目指すこととしており、目標とする水準として妥当である。 

 

③達成の可能性 

 本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズとし、これらの技術の応用、実用化を進める

ための高度化等に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は高い。 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

①アウトプット目標の明確性 

 本課題は令和９年度までに 

a 土壌くん蒸剤の地下深層への施用と施用量を低減する機械の開発 

b ガスバリアーフィルム性能の評価基準の確立 

c 土壌全面被覆処理するフィルム敷設機の開発 

d 病害虫防除効果の持続性と環境負荷低減効果の同時評価手法の確立 

を含む２つ以上の技術開発と１つ以上の評価手法を確立することとしており、目標は明確である。 

 



 
②目標とする水準の妥当性 

環境に対する負荷を軽減させるためには、農薬の散布量を減らすという量的なアプローチと、環境へ

の負荷の低い農薬使用への転換という質的なアプローチの両面から取り組む必要がある。本課題では、

土壌くん蒸剤の使用量を低減するための量的なアプローチとして、必要最小限の施用量の薬剤を地下深

層にまで到達させるための負荷低減技術とともに、成分の揮散を抑制するフィルムを圃場全面に被覆す

ることで防除効果を最大化する技術の開発に取り組む。 

一方、質的なアプローチとして、土壌内の土壌微生物・土壌動物の種類や密度をモニタリングするこ

とで、病害虫防除効果の持続性、環境低減負荷効果を同時に評価する手法を開発し、農産物の被害低減

しつつ、より環境負荷の低い化学農薬への転換を目指すものであり、アウトプット目標水準として妥当

である。 

 

③達成の可能性 

 本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズを用いて、土壌くん蒸剤の使用量低減に向け

た機械の実用化と、環境負荷低減効果の技術の開発に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は

高い。 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

①アウトプット目標の明確性 

本研究ではＲ９年までに 

a. 飼料作物を対象に、携帯可能な分析機器等を活用した飼料成分の迅速評価技術を開発する。 

b. 飼料作物を対象に、堆肥の肥効予測や土壌中の可給態窒素含量（※25）等を指標とした施肥管

理により、収量および品質の安定した飼料作物を生産しつつ、化学肥料を50％程度削減可能な

栽培技術を開発する。 

を含む２つ以上の技術を開発することとしているが、開発時期、開発内容、技術開発数を明示して

おり、定量的で明確性が高い。 

 

②目標とする水準の妥当性 

上記に掲げる技術を開発することとしているが、これらの技術は飼料品質の評価、化学肥料の使用量

削減について、主要な技術開発要素を網羅しており妥当な技術開発数である。 

 

③達成の可能性 

本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズとし、これらの技術の応用、実用化を進める

ための高度化等に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は高い。 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系】 

①アウトプット目標の明確性 

 本研究ではＲ９年までに、 

a.化学農薬に依存しない防除技術 

b.地力再生を実現する新たな有機物利用技術 

c.GHG削減技術 

d.次世代輪作モデル体系のマニュアル化 

を含む４つ以上の技術を開発することとしており、目標は明確である。 

 

②目標とする水準の妥当性 

 有機栽培の面積拡大に資する次世代輪作モデル体系の構築を目標としており、実用性の高い体系を構

築するためには、防除技術、地力再生技術、GHG削減技術それぞれにおいて、科学的検証に基づく実用

可能な水準の技術が開発されていることが必要。開発する新技術の目標は定量的で明確性が高く妥当な

設定と考える。 

 

③達成の可能性 

本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズとし、これらの技術の応用、実用化を進める

ための高度化等に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は高い。 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発】 

①アウトプット目標の明確性 



 
本課題では日本の代表的な畑作土壌の有機農業においてＲ９年までに、 

a. 土壌中に蓄積したリン等の養分利用に関わる生物性評価指標 

b. 土壌病害微生物等、病害抑止に関わる生物性評価指標 

c. 土壌生物性の改善に有効な堆肥の製造方法や緑肥作物等の選定・利用方法 

を含む３つ以上技術を開発することとしており、目標は明確である。 

 

②目標とする水準の妥当性 

 有機農業における土壌生物性の課題として、リンの効率的利用と土壌病害の抑止は重要視されている 

項目であり、これらをクリアした生物性指標の導入が望まれる。両者とも指標としての難易度、波及効

果は高く妥当な水準と考えられる。 

 

③達成の可能性 

本課題では、基盤となる既往成果（知見）を技術シーズとし、これらの技術の応用、実用化を進める

ための高度化等に取り組むものであり、研究目標の達成の可能性は高い。 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

①アウトプット目標の明確性 

アウトプット目標は以下の通り、明確である。 

・DHA産生微細藻類の魚油代替としての飼料原料化 

・飼料原料に魚を利用しないオール国産飼料の開発 

 

②目標とする水準の妥当性 

「新規海産微細藻類の探索と培養技術の開発」では、有用形質株の探索、増殖特性の解明、低コスト

培養技術、培養方法の最適化を想定しており、現在の魚油代替油の生産コストの１/３になる技術を開

発する。「海産微細藻類の国産水産飼料化技術の開発」では、魚を利用せず持続的に利用可能な原料を

用いて、100％国産配合飼料を開発することを目的としており、水準は妥当である。 

 

③達成の可能性 

本課題では、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第１期で得られた微細藻類からの魚油代

替油生産技術も活用し、実用化に向け、低コスト生産技術を開発することを目的としている。また、開

発した魚油代替油と昆虫粉などの魚粉代替タンパクを利用することで、オール国産飼料の開発を進める

こととしており、目標達成の可能性は高い。 

 

４．研究が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標とその実現に向けた研

究成果の普及・実用化の道筋（ロードマップ）の明確性 

ランク：Ａ 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

研究が社会・経済に及ぼす効果（アウトカム）の目標は、前述のとおり（「２．事後に測定可能な委

託プロジェクト研究課題全体としてのアウトカム目標（R13年）」）であり、記載のとおり目標は定量

的で明確性が高い。 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

アウトカム目標の実現に向けた研究成果の普及・実用化については、環境制御技術の実証の実例をも

とにプログラムを作成し、民間企業による環境制御機器へ実装することで実用化を進める。プログラム

が実装された環境制御機の利用によるエネルギー消費効率の良いヒートポンプの普及により研究成果を

普及し、2030年のKPI目標、『ヒートポンプ等の導入により、省エネルギーなハイブリッド型園芸施設

を50%にまで拡大』 （50%:約8,500ha）について、本課題ではKPI目標値の65%相当の達成に対して貢献

する。 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

アウトカム目標は以下の通り、明確である。 

・共通ユニットと複数の足回り等のアタッチメントを適切に組み合わせることのできるシステムの開発

、開発システムの農機メーカー等への公開・移転を通じて、中山間地域における電動農機の普及率の（



 
草刈機並の）拡大、みどり戦略におけるKPI「農林業機械・漁船の電化」に貢献 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

本課題で開発する、共通ユニットと複数の足回り等のアタッチメントを適切に組み合わせることので

きるシステムについては、その有効性を客観的に示すとともに研修会等で周知徹底することで研究成果

の移転が図られ、ユーザーとなる農機メーカー等に対して研究成果の確実な実装が期待できる。 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

アウトカム目標については、以下のとおりであり、明確性が高い。 

・園芸施設での木質系素材利用により、農業分野からのプラスチック排出量（2022年時点で農林水産分

野で12万トン）の削減に貢献する。 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

民間企業と共同で研究を実施し、事業終了後には、民間企業に技術移転を行い、製品化することを想

定する。社会実装に向けては、関係行政部局と連携し、利用事例の広報等により普及を図る。 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

①アウトカム目標及び測定指標 

アウトカム目標及び測定指標については、「みどりの食料システム戦略における 2030 年までに化学

農薬使用量（リスク換算）10％低減する」とし、土壌くん蒸剤の出荷量の低減量を測定指標とすること

から、明確性が高い。 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

 研究開発段階から民間企業と連携し、深層施用・施用量低減技術の機械、基準に基づく揮散抑制性能

をもつガスバリアーフィルム、全面被覆処理機の早期の実用化を図る。 

また、これら開発技術による土壌消毒法の SOP（※26）等を公表し、生産者個人に加え、地域農業団

体や民間企業による土壌くん蒸の請負作業として実装されるよう、自治体の普及組織や民間企業と連携

し、働きかけを行う。 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

本研究のアウトカム目標は、 

a.堆肥や土壌診断を活用した施肥管理技術の高度化により、2030年目標の化学肥料20％低減に貢献。 

b.食料安全保障強化政策大綱で目標とする飼料作物の生産面積32％拡大（2021年比）に貢献。 

と２つあり、目標は定量的で明確性が高い。 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

 開発した技術の実用化に向け、プロジェクト実施期間中には、都道府県、生産者等との連携による実

証試験や、見学会を通じた情報提供を行う。期間終了後は技術マニュアル等を利用した普及活動を実施

し、民間企業や都道府県等の普及支援組織を通じた社会実装を図る。 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

本研究のアウトカムは、 

a.品種等を活用したゼロエミッション栽培体系構築への貢献 

b.次世代輪作モデル体系の導入により、化学肥料使用量３万t低減（3.3％低減）がみどり戦略KPI203

0年目標「化学肥料使用量を72万tに低減（20％低減）」に貢献 

c.次世代輪作モデル体系の導入により、有機農業の取組面積2.1万ha拡大がみどり戦略KPI2030年目標

「有機農業の取組面積6.3万ha」に貢献 

と３つあり、目標は定量的で明確性が高い。 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 



 
本課題では、CO2ゼロエミッション、化学肥料および農薬の低減に資する要素技術を４つ以上開発す

るとともに、モデル地域２つ以上に適用可能な体系化マニュアルを作成する。研究期間終了後は、有機

農業の拡大および環境負荷の低減に資する技術体系を実証し、横展開をはかるとともに、産地パワーア

ップ事業等を活用しつつ、普及を図ることとしており、道筋は明確である。  

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

本研究のアウトカムは、 

a.土壌生物性指標および土づくり推進技術の導入により、化学肥料使用量12万t（13％）低減がみど

り戦略KPI2050目標「化学肥料使用量を63万tに低減（30％低減）」に貢献 

b.土壌生物性指標および土づくり推進技術の導入により、有機農業の取組面積12万ha拡大がみどり戦

略KPI2050目標「有機農業の取組面積100万ha（25％）」に貢献 

と２つあり、目標は定量的で明確性が高い。 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

本課題では、土づくり推進技術および、これに資する土壌生物性指標を開発することとしている。研

究期間終了後は、栽培面積が大きい土地利用型作物を中心に、土づくり推進技術および土壌生物性指標

を活用した病害抑止体系等のマニュアル化を進める。さらに、土壌生物性評価手法、評価指標、土壌生

物性の改善に有効な土づくり推進技術を公開するとともに、有機農業の取組を地域ぐるみで実践する「

オーガニックビレッジ」に取り組む市町村において、都道府県（公設試・普及センター）と連携した技

術実践を行い、都道府県が策定する有機農業の手引き等への反映等を通じて全国に横展開を図ることを

予定しており、普及に向けた道筋は明確である。  

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

①アウトカム目標とその測定指標の明確性 

アウトカム目標は以下の通り、明確である。 

・配合飼料の国産化により「2030年までに養魚飼料の64%を配合飼料給餌に転換」に貢献 

 

②研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

開発した魚油代替油を利用した配合飼料が既存の配合飼料と同等であることを科学的に示すとともに

、使用法をマニュアル化し、配合飼料メーカーや流通・販売業者などを対象とした研修会等で周知徹底

を図ることで、ユーザーとなる養殖業者に対して研究成果の確実な実装が期待できる。 

 

５．研究計画の妥当性 ランク：Ａ 

【課題①：化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

本課題では、今後３年間の総事業費が1.8億円で、令和７年度は６千万円を見込んでおり、研究に必

要なプログラム開発費、試験研究費や人件費等を計上している。今後、対象作物の40% (5,500ha) に

対してヒートポンプを導入することで、約49億円/年の省エネルギー効果（光熱費削減：45aあたり200

万円の光熱費（農水省「令和４年営農類型別経営統計」参考）について、技術導入で20%削減）が見込

める。さらに技術導入により、約39億円/年の生産規模拡大（45a規模農家について320万円の所得（農

水省「令和４年営農類型別経営統計」参考）から、技術導入で10％の所得増）が見込め、これらを合わ

せると約88億円/年の経済効果が期待されるため、予算規模は適正であり、投入される研究資源として

妥当である。 

 
②課題構成の妥当性 

化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発を目指しており、その基盤と

なる、①投入エネルギーを最小化しつつ高品質を担保可能な省エネルギー型環境制御技術の開発、②園

芸施設のエネルギー利用効率の高い周年型の自動環境制御技術の開発、③遺伝子発現情報を参考にした

短期間での環境制御技術の開発、④エネルギー効率の良いヒートポンプの開発、⑤公設試による現地実

証、というアウトプット目標達成に向けて必要な課題を設定しており、課題構成は妥当である。 

 

③実施期間の妥当性 

実施期間は、研究開発に要する期間を考慮して３年間としているが、毎年度２回程度開催する運営委



 
員会において、研究の進捗状況に応じて課題の重点化や研究終了の前倒し等も含めて検討することとし

ている。 

 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題②：中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

本課題では、今後３年間の総事業費が１．５億円で、令和７年度は５千万円を見込んでおり、研究に

必要な資材や人件費等を計上している。本課題で電動化を目指す農業機械の国内の生産実績は4600億円

程度で（（一社）日本農業機械工業会, 2024）、うち20PS未満の小型トラクタに限っても80億円ほどの

市場規模があり、さらに運搬台車やアタッチメント等の市場拡大も想定されることから、予算規模は適

正であり、投入される研究資源として妥当である。 

 

②課題構成の妥当性 

マルチユースに活用可能な電動ビークルの開発を目指し、その基盤となる、①小型電動農機において

汎用的に活用できる要素の共通ユニット化、②複数の足回り等のアタッチメントを、共通ユニットに適

切に組み合わせることのできるシステムの開発という、アウトプット目標に対応した課題設定としてお

り、課題構成は妥当である。 

 

③実施期間の妥当性 

実施期間は研究開発に要する期間を考慮して３年間としているが、毎年度２回程度開催する運営委員 

会において、研究の進捗状況に応じて課題の重点化や研究終了の前倒し等も含めて検討することとして 

いる。 

 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題③：脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

 本課題では、今後３年間の総事業費が１．２億円で、令和７年度は４千万円を見込んでおり、研究に

必要な資材や人件費等を計上している。本課題で代替を目指す農業用資材のうち、ポリポットの市場規

模は100～150億円程度（山内ら, 2005）であり、さらに肥料被覆市場への参入も想定されることから、

予算規模は適正であり、投入される研究資源として妥当である。 

 

②課題構成の妥当性 

国産高成長樹木を原料とする機能性セルロース素材およびリグニンからの農業用資材等の石油代替製

品を製造する技術の開発を目指し、①国産高成長樹木から機能性を持つセルロース素材を低コストで製

造する省力化プロセスの開発、②木質系セルロース素材を活用した農業用用途の開発、③リグニンを活

用した生分解性を有する農業用資材の開発というアウトプット目標に対応した課題設定としており、課

題構成は妥当である。 

 

③実施期間の妥当性 

 既往の研究成果をもとに、国産高成長樹木を用いた素材の低コスト生産技術の開発や、得られた素材

を活用した生分解性を有する汎用農業用資材等の開発といった応用、実用化を進める計画であり、３年

間の実施期間は妥当である。 



 
 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題④：環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

本課題では、今後３年間の総事業費が1.2億円で、令和７年度は4,000万円を見込んでおり、研究に必

要な資材や人件費等を計上している。土壌病害の多いかんしょでは、開発技術の導入により、土壌くん

蒸剤の使用量を1/3減らすことで、生産者が負担する土壌くん蒸剤の支出額を約6.3憶円／年（かんしょ

作付け面積33,100ha（R2年度）×青果用品種作付面積シェア40.6%（R2年度）×土壌くん蒸剤の価格

14,000円/10a×2033年における削減量1/3）を削減することが見込める。予算規模は適正であり、投入

される研究資源として妥当である。 

 

②課題構成の妥当性 

本課題は適切な防除効果を発揮しつつ、土壌くん蒸剤の使用量を削減する技術の開発を目指し、①土

壌くん蒸剤の地下深層への施用と施用量を低減する機械の開発、②ガスバリアーフィルム性能の評価基

準の確立、③土壌全面被覆処理するフィルム敷設機の開発農、④病害虫防除効果の持続性と環境負荷低

減効果の同時評価手法の確立というアウトプット目標に対応した課題設定としており、課題構成は妥当

である。 

 

③実施期間の妥当性 

実施期間は研究開発に要する期間を考慮して３年間としているが、毎年度２回程度開催する運営委員 

会において、研究の進捗状況に応じて課題の重点化や研究終了の前倒し等も含めて検討することとして 

いる。 

 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題⑤：化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

今後３年間の総事業費が1.1億円で、令和７年度は3600万円を見込んでおり、研究に必要な資材や人

件費等を計上している。本技術の開発・普及により、飼料作物の作付面積の3割拡大（2021年比）に貢

献が望める。例として、飼料用とうもろこしでは約2.9万haの増加が見込まれ、収穫物のうち、1/3が流

通・販売されるとした場合、販売価格を輸入乾牧草の可消化養分総量(※27)1kgあたりの価格（120円/k

g）と同様として試算すると、約110億円規模の市場が見込まれる。さらに他の飼料作物へも成果の波及

が期待できることから、予算規模は適正であり、投入される研究資源として妥当である。 

 

②課題構成の妥当性 

 本課題は携帯型分析器を用いた迅速な飼料品質の評価技術の開発、低投入型の施肥管理技術の開発の

２つのテーマで構成している。これらの技術は化学肥料の低減および国産飼料の利用拡大に向け、いず

れも必要なものであり、課題構成は適切である。 

 

③実施期間の妥当性 

実施期間は研究開発に要する期間を考慮して３年間としているが、毎年度２回程度開催する運営委員 

会において、研究の進捗状況に応じて課題の重点化や研究終了の前倒し等も含めて検討することとして 

いる。 



 
 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題⑥：有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

 本課題では、今後３年間の総事業費が1.4億円で、令和７年度は4.7千万円を見込んでいる。有機農業

取り組み面積の大幅拡大に資するモデル体系化を構築するためには、雑草、病害虫、栄養供給に資する

有効な個別技術を開発するとともに、これらを体系化・実証することが必要であるため、本事業では個

別技術の充実化を図りつつ、複数の公設試が参画した体系化の実証を進めることとしており、必要な研

究資源を配分している。 

 

②課題構成の妥当性 

個別技術の開発とモデル体系の構築により、有機栽培の面積拡大を目指し、①抵抗性品種や天敵等によ

る防除技術の開発、②緑肥作物等による、地力再生を実現する新たな有機物利用技術の開発、③生産性

向上と温室効果ガス削減を両立させる新品種を活用した栽培技術開発、④次世代輪作モデル体系の確立

、というアウトプット目標に対応した課題設定としており、課題構成は妥当である。 

 

③実施期間の妥当性 

実施期間は研究開発に要する期間を考慮して３年間としているが、毎年度２回程度開催する運営委員 

会において、研究の進捗状況に応じて課題の重点化や研究終了の前倒し等も含めて検討することとして 

いる。 

 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題⑦：有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

 本課題では、今後３年間の総事業費が1.7億円で、令和７年度は5.7千万円を見込んでいる。土壌生物

性指標を開発するためには、国内の代表的な地域をカバーできるデータベース構築や、土づくり技術の

実証研究が必要とされるが、これを達成させるため、研究体制や委託予算の確保など、必要な予算措置

が講じられている。 

 

②課題構成の妥当性 

土づくり推進技術の実証研究及び土壌生物性指標を活用した資材の選定技術の開発を目指し、①作物

への栄養供給や病害抑止に関わる土壌生物性の改善に有効な堆肥の製造方法や緑肥作物等の選定、利用

方法の提示、②作物生育に影響を与える土壌生物性について、日本の代表的な畑土壌に適用可能で客観

的な評価指標の開発、というアウトプット目標に対応した課題設定としており、課題構成は妥当である

。 

 

③実施期間の妥当性 

実施期間は研究開発に要する期間を考慮して３年間としているが、毎年度２回程度開催する運営委員 

会において、研究の進捗状況に応じて課題の重点化や研究終了の前倒し等も含めて検討することとして 

いる。 

 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専



 
門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

【課題⑧：魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発】 

①投入される研究資源（予算）の妥当性 

今後３年間の総事業費が1.8億円で、令和７年度は6000万円を見込んでおり、研究に必要な資材や人

件費等を計上している。現在、ブリ類では14万トン（2018年）から24万トン（2030年）、マダイでは6

万トン（2018年）から11万トン（2030年）の生産量の増大を目指しており、餌量は45万トンから76万ト

ンが必要になると推計される。31万トンの餌料増産には、約1.8万トンの魚油が必要になり、それらを

代替できれば年間で60億円以上の売上が期待される。また、代替原料の活用によりDHA強化魚が生産さ

れ、養殖魚の付加価値が向上することで、国内に加え輸出の増加も期待され、経済効果はさらに大きく

なると考えられることから、妥当である。 

 

②課題構成の妥当性 

国内で安定的に魚油代替油を生産できる微細藻類を利用した、低コストな魚油代替油の安定生産技術

の開発を目指し、①新規海産微細藻類の探索と培養技術の開発、②海産微細藻類の国産水産飼料化技術

の開発を設定しており、課題構成は妥当である。 

 

③実施期間の妥当性 

 既往の研究成果も活用し、DHA産生微細藻類の魚油代替としての飼料原料化や、飼料原料に魚を利用

しないオール国産飼料の開発といった応用、実用化を進める計画であり、３年間の実施期間は妥当であ

る。 

 

④研究推進体制の妥当性 

 採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専

門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会では研究プロジェクトの進

捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制と

する。 

 

 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．研究の実施（概算要求）の適否に関する所見 

・いずれの課題も「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた課題であり、ニーズ、科学的・技術

的意義はいずれも明確であり、重要性は高い。 

・アウトプットが可能な限り数値化されているとともに、アウトカム目標及びロードマップはいずれ

も明確である。 

 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・農業分野における国産バイオマスの活用による脱炭素資材の開発においては、耐用性と低コスト化

の両立を目指して進めていただきたい。 

・木質資材は菌床等としても重要な資源であることから、木質バイオマスの活用に当たっては、多用

途に用いられるバイオマス資源のバランスの取れた利用という観点にも留意していただきたい。 

・藻類を活用した魚を利用しない養殖用の配合飼料への転換の研究課題に取り組むこととされている

が、畜産飼料を通じた「みどりの食料システム戦略」への貢献など幅広い展開を期待する。 

 

 

 



 [事業名]みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業のうち環境負荷低減対策研究 
 

用  語 
 

用 語 の 意 味 
※ 
番号 

GHG GreenHouse Gasの略称。温室効果ガスとも呼ばれ、温度上昇をもたらす性質を持つ
気体を総称したもの。具体的には、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒素(
N2O)等が含まれる。 

１ 

ヒートポンプ 化石燃料を使わずに、空気中の熱を利用して熱エネルギーを生み出す装置のこと。
冷却にも過熱にも使うことが可能であり、エアコンやエコキュート等に使われてい
る。ヒートポンプの片側（外部または内部）が冷却され、同時に反対側（内部また
は外部）は加熱される。 

２ 

中山間地域 農業地域類型区分（都市的地域・平地農業地域・中間農業地域・山間農業地域）の
うち中間農業地域と山間農業地域を合わせた地域。 

３ 

共通ユニット 複数の機械・器具等の構成要素を、一定のまとまりのある機能を持つ部品として統
合し、共通して利用できるようにすること。ここでは、動力供給部を複数の足回り
等と組み合わせられるような汎用性のあるユニットとすること。 

４ 

機能性セルロ
ース素材 

天然素材であるセルロースに各種処理を加えて機能性を付与したセルロース素材。
近年では、木材から取り出したセルロースナノファイバーが、高い強度を持つプラ
スチックの補強材や、外壁の劣化を抑制する機能性の塗料添加剤として活用できる
ことが分かり、石油代替素材としても注目されている。 

５ 

リグニン 木本植物において、木質多糖とともに木部を構成する主成分。化学構造的には、木
質多糖と異なりフェノール性の天然高分子に分類される。木材の化学パルプ化で発
生する黒液の有機主成分であり、安価な石油代替樹脂原料としての工業用リグニン
の利用研究が進められている。 

６ 

土壌くん蒸剤 土壌病害が発生した時に地中に薬剤を注入して使用する化学農薬の総称。 ７ 

揮散 物質が気体として大気中に拡散すること。 ８ 

土壌生物性 土壌微生物等に起因する土のはたらきや状態のこと。微生物の量や種類、さらにそ
れらによる有機物の分解などのはたらきも含む。 

９ 

土壌生物機能 土壌微生物等に起因する土のはたらきのこと。微生物は、植物や動物から生じる有
機物を、植物が吸収できる無機物へ変換することができる。また、植物の病気の発
生を抑え、生育を促進させるはたらきを持つことが知られている。 

10 

魚油 魚油は天然魚（特にマイワシやカタクチイワシなど）や水産加工残さ等から製造さ
れる。具体的に、天然魚などの原料を圧搾と乾燥の工程を経て魚粉を、圧搾液を分
離・精製して魚油を製造する。 

11 

微細藻類 淡水や海水に分布する直径１µmから１mm程度の小さな植物プランクトンで、光合成
をする独立栄養生物（クロレラやボツリオコッカスなど）と糖などを餌にする従属
栄養生物（オーランチオキトリウムなど）が存在し、いくつかの微細藻類には光合
成や糖をもとに油を産生できる畜油能を持つ種類がいる。 

12 

魚油代替油 魚油の代表とする脂質成分を代替する油。魚油はエイコサペンタエン酸（EPA）や
ドコサヘキサエン酸（DHA）などを代表として多くの常温で液体の性質を持つ不飽
和脂肪酸を含み、特に、EPAやDHAは魚類の成長などにおいて不可欠な成分。魚類に
含まれるDHAの多くは、微細藻類によって生産され食物連鎖の過程で魚体に蓄積さ
れたもの。 

13 

環境制御技術 施設園芸において、作物の栽培にあたり重要な、光・温度・湿度・CO2濃度などの
環境要因を、それぞれの品目に適した環境に制御・調整する技術のこと。 

14 

緑肥作物 緑肥作物とは、栽培後収穫せずにそのまま田畑にすき込み、次に栽培する作物の肥
料にする用途の作物のこと。有機物施用による土づくり効果と減肥に役立つ養分補
給効果など様々な機能が明らかになっている。 

15 

ハイブリッド
型園芸施設
  

従来の加温装置である燃油暖房機とヒートポンプを併用した園芸施設のこと。運転
コストの安いヒートポンプと、ヒートポンプのみでは困難な低温や加温速度が必要
な場合に燃油暖房機と併用することで、運転コストをある程度節減することが可能
。近年の燃油価格高騰が燃油暖房機使用時の問題となっている。 
 

16 

 



プラスチック
条約 

海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する法的拘束力のあ
る国際文書（条約）について政府間交渉委員会(INC)で議論されている。日本は205
0年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロにまで削減することを
目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を提唱し、国際交渉に積極的に参加
し、世界的な対策の推進に貢献することとしている。 

17 

生分解性 微生物の働きによって分子レベルまで分解し、最終的には二酸化炭素と水となって
自然界へと循環していく性質である。 

18 

オーランチオ
キトリウム 

オーランチオキトリウム属に分類される微細藻類。葉緑体を持たないために光合成
をせず、周囲の有機物（特に糖）を吸収して生育する従属栄養生物。熱帯から亜熱
帯域に分布し、特に汽水域を好む。細胞は球形で直径５µmから数十µm。 

19 

有用形質株 有用な形質を持つ株。本課題では油を蓄積する能力や安価な糖でも生育するなどの
特徴を有する株。 

20 

バイオプラス
チック 

バイオマスプラスチック（原料として植物などの再生可能な有機資源を使用するプ
ラスチック）と生分解性プラスチック（プラスチックの物性に加えて、生分解性を
持つプラスチック）の総称。 

21 

３Ｒ Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）の３つのＲの
頭文字をとった総称。Renewable（リニューアブル）を加えて４Ｒとすることもあ
る。 

22 

コントラクタ
ー 

飼料の収穫等を請け負う外部受託組織。１経営体あたりの飼養頭数の増加に伴い、
飼料生産部門を外部に委託する経営体が増えている。 

23 

ＴＭＲセンタ
ー 

TMR（Total Mixed Rationの略、完全混合飼料：牧草、濃厚飼料、ミネラル等をバ
ランス良く混合した飼料）を製造し、畜産経営体に供給する施設。自ら飼料生産に
取り組むものもある。 

24 

可給態窒素含
量 

作物に吸収・利用される土壌中の窒素を示す指標。栽培期間中に土壌から徐々に放
出される窒素を示すもので、この値が大きいほど土壌の肥沃度が高いと判断され、
窒素肥料の減肥が可能になる。 

25 

SOP 
 

①実際に利用する際の作業内容や手順、②具体的な実施例をとりまとめた標準作業
手順書の略称。 

26 

可消化養分総
量 

可消化養分総量とは家畜が消化、吸収できる栄養量を示すもので、TDN（Total Dig
estible Nutrients）とも言われる。 

27 
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化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2030 年KPI

目標『ヒー

トポンプ等

の導入によ

り、省エネ

ルギーなハ

イブリッド

型園芸施設

を 50%にま

で拡大』 に

ついて、KPI

目標値に対

して 65%相

当の達成に

貢献 

～R12 年頃  

 
環境制御プロ

グラムが実装

されたヒート

ポンプを対象

作物の 40%程

度 (5,500ha) 

に対して導入 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・行政部局、都道府県と連携

した普及計画の策定 

・施設に対する装置（ヒート

ポンプ）の導入支援 

R10 年頃 

 

省エネルギ

ー型環境制

御プログラ

ムを民間企

業の環境制

御装置に実

装し、これ

を普及 

 

委託研究プロジェクト 

 
・5～10％程度
のエネルギー
削減するヒー
トポンプ利用
方法の開発 
 

・現在普及し

ているヒート

ポンプよりエ

ネルギー効率

の良いヒート

ポンプの開発 

最終到達目標 

（R9 年度） 

・5～10％程
度のエネルギ
ー削減を実現 

エネルギー効

率の良いヒー

トポンプの開

発 

開発された

環境制御技

術を、公設試

との連携に

より現地実

証 

（～R9 年度） （～R8 年度） 

特定遺伝子の発現
レベルから設定環
境の算出 

ヒートポンプの利

用について省エネ

ルギー型環境制御

利用技術の開発 

・5～10％程度のエ

ネルギー削減効果

の確認 

ヒートポンプのた

めの省エネ技術の

開発と検証 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

アウトカム   実証・普及（R10年～）       研究開発（～R9年） 

 

 
施設園芸の

果菜類の作

目（トマト、

キュウリ、

パ プ リ カ

等）に対応

した生育・

収量予測ツ

ール（プロ

グラム）の

開発 

施設栽培果

菜類の栽培

時における

生理障害に

関する遺伝

子発現解析

等 

施設園芸用

ヒートポン

プの設計・

開発 

環境制御技術

のプログラム

化 

エネルギー削
減率の算出 

現地実証結果
との統合 

エネルギー効率と

収量を両立させる

温度管理法の開発 

エネルギー効率と
収量の検証 
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中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
電動農機

のマーケ

ットの大

括り化、

省力・低

コストな

電動農機

の開発及

び普及が

促進 

 

 

電動農機

の普及拡

大 に よ

り、みど

りの食料

システム

戦略にお

ける KPI

「農林業

機械・漁

船 の 電

化」に貢

献 

 

・取組成果を基にした低コス

トな電動農機が農機メーカ

ー等より市販 

 

・複数の農機メーカー等より

システム及びアタッチメン

トが市販、メーカー間の互

換性が構築 

 

・アタッチメント開発へのス

タートアップ等の参入、さ

らなる市場の活性化 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・普及啓発に向けた、農業者

への成果の PR 

 

・農機メーカーとスタートア

ップ等とのマッチングイベ

ント 

取組成果の農機メーカー等へ

の公開・移転 

委託研究プロジェクト 

・中山間地域の

多様 な 作業

環境 に 対応

可能な、共通

ユニ ッ トと

アタ ッ チメ

ント を 適切

に組 合 せら

れる シ ステ

ムの開発 

 

電動農機にお

ける共通ユニ

ットに規模の

経済を働かせ、

低コスト化を

図るコンセプ

トモデルの提

示 

最終到達目標 

（Ｒ９） 

生産現場の

フィードバ

ックを得つ

つ、試作した

システムの、

複数の作業

環境での検

証及びシス

テムの改良 

（～Ｒ９） 

・小型電動農機の開

発における心臓部

を共通ユニット化

するとともに、作業

環境に応じた足回

り等のアタッチメ

ントを適切に組み

合わせることので

きるシステムの、現

場ニーズ（利便性・

価格帯等）を踏まえ

た試作 

 

中山間地域におい

てマルチユースに

活用可能な電動ビ

ークルの開発にお

ける、基盤技術とな

るもの 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

アウトカム 実証・産業利用（R10～） 研究開発（～R9） 

 

 

既往成果

（知見） 

・電動農機

については

小型の運搬

台車等で民

間の開発が

あるが、メ

ーカーによ

り仕様がバ

ラバラで共

通化されて

おらず、高

価で現場へ

の導入が進

んでいない 
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脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・農業分野

からのプラ

スチック排

出量（2022

年時点で農

林水産分野

で 12 万ト

ン）の削減

に貢献 

 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・国産高成長樹木資源を利用

する取組みや開発資材の利

用事例のマニュアル化によ

る成果の普及 

・関係部局と連携した民間企

業への技術移転の促進 

・国産高成長樹木の安定供

給体制の構築 

・省力化した機能性セルロ

ース素材の省力化製造技

術の確立と、新たに開発し

た農業用資材の実利用環

境での機能検証を通じた

製品化 

委託研究プロジェクト 

・国産高成長

樹 木 を 利 用

し、ナノ化工

数を CNF の２

分の１以下に

省力化した機

能性セルロー

ス素材の製造

技 術 を 開 発

し、その農業

用用途を１種

類以上開発 

 

・現行の石油

系プラスチッ

ク製品と同程

度のコストで

生分解性を持

つリグニン系

農業用資材を

１種類以上開

発 

最終到達目標 

（Ｒ９年度) 
(～Ｒ７年度) 

ヤナギ他１樹種の

分離特性と分離成

分の特性の解明 

省力化プロセスによ

る化学パルプ由来機

能性セルロース素材

製造技術の開発 

パルプ用材以外の

国産高成長樹木の

利用特性を解明 

リグニン系農業用

素材の開発 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

 

 

既往成果

（知見） 

木材の成分

分 離 技 術

（木材のパ

ルプ化、既

存工業技術

を応用） 

木質塗料向

けの劣化抑

制 CNF 添加

剤製造技術 

リグニンの

コーティン

グ素材化技

術、リグニ

ンの熱成形

技術 

ナノ化工数の CNF

製造比 30%削減 

リグニン系農業用

肥料被覆素材及び

リグニン/天然繊

維複合資材の製造

技術 

省力化プロセスに

よる化学パルプ由

来機能性セルロー

ス素材製造技術の

開発 

ナノ化工数の CNF

製造比 50%削減 

徐放機能を持つリ

グニン系肥料被覆

資材の開発 

リグニン系の石油

系農業用資材（肥

料被覆素材、育苗

用のポット等）代

替品の開発 

リグニン/天然繊維

複合成型技術開発 

(～Ｒ８年度) 

  実証・産業利用（R10～） アウトカム     研究開発（～Ｒ９） 



 
みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業のうち環境負荷低減対策研究 

環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

  実証・産業利用（R10～） アウトカム     研究開発（～R9） 

・生産現場の

利用者は、最

適な化学農

薬施用技術

を利用して、

生産性の向

上と持続性

を両立させ

る生産体系

への転換 

 

・2030 年ま

でに化学農

薬使用量（リ

スク換算）を

10％低減に

貢献。 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・民間企業による開発した技術

の上市 

 （深層施用技術の機械、ガス

バリアーフィルム、全面被覆

処理の機械） 

・開発した技術を利用する土壌

消毒技術の SOP 等を提示 

・サービス会社による開発技術

を利用した土壌くん蒸技術

の実施 

・環境負荷低減効果の評価手法

の SOP 等を提示 

 

委託研究プロジェクト 

<農薬使用量低減

技術> 

・土壌くん蒸剤の

地下深層への施

用と施用量を低

減する機械の開

発 

・ガスバリアーフ

ィルム性能の評

価基準の確立 

・土壌全面被覆処

理する敷設機の

開発 

最終到達目標 

（R9 年度） 

・土壌くん蒸剤
の施用技術の
有効性評価 

指標となる土壌微

生物・土壌動物を

選択し、環境 DNA

を用いた環境負荷

低減効果の評価技

術の検証 

環境負荷低減
効果の評価手
法の改良 

・施用技術の

効果検証・技

術改良 

（～R8 年度） （～R7 年度） 

・ガスバリアーフィ
ルム性能の評価基
準 
・土壌全面被覆の敷
設技術の開発 
 

土壌くん蒸剤の深層
施用と施用量低減を
可能とするトラクタ
用機械の仕様の検
討・試作 

・土壌くん蒸剤の施

用技術の開発 

土壌微生物・土壌動

物の環境 DNA を用い

た評価技術の検討・

試行 

・環境負荷低減効果
の評価手法の試作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜農薬使用
量低減技術
＞ 
 
レギュラト
リーサイエ
ン ス 研 究
「被覆を必
要とする農
薬の使用時
におけるリ
スク低減に
関 す る 研
究」 
(R3～R4) 

R10 年度～ 

土壌病害等の発生しやすい圃場

で、かんしょ等の高付加価値の

作物を中心に開発技術を実証 

 

作物・作型に適応した土壌微生

物・土壌動物の種類や密度をモ

ニタリングし、環境負荷低減効

果の評価手法を実証 

＜環境管理
技術＞ 
 
土壌中に生
息する全体
あるいは特
定の微生物
の DNA を抽
出する技術 

既往成果 
（知見） 

・性能の評価基
準、 
・敷設技術の検
討・技術改良 

・フィルムの性

能評価と、敷設

技術の有効性

を評価 

フィルムの化学農薬
成分の揮散抑制の性
能を評価、フィルム
敷設機の検討・試作 <環境管理技術> 

・病害虫防除効果

の持続性と環境

負荷低減効果の

同時評価手法の

確立 



 
みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業のうち環境負荷低減対策研究 

化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2030 年化

学肥料使

用 量 の

20％低減

達成に貢

献 

 

 

飼料作物

作付面積

32％拡大

に貢献 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・迅速評価技術、化学肥料低

投入技術等のマニュアルの

公開と配布 

・研修会等を通じた生産現場

への技術指導・普及 

・「みどりの食料システム戦

略」技術カタログへの記載 

委託研究プロジェクト 

 
・飼料作物未粉

砕サンプルの

成分評価技術

のマニュアル

作成 

 

 

・化学肥料を

50％削減した

条件下におい

ても飼料成分

の安定した飼

料を生産でき

る施肥管理技

術のマニュア

ル作成 

最終到達目標 

（R9 年度） 

堆肥主体の施肥

管理においても

品質の安定した

飼料作物を生産

する手法の検証 

堆肥主体の施
肥管理におい
て化学肥料を
最大限削減す
る技術の提案 

未粉砕サンプ
ルの成分推定
方法の開発 

飼料作物未粉

砕サンプルを

利用した成分

推定方法の検

証 

（～R9 年度） （～R8 年度） 

未粉砕サンプルの
成分推定を精度高
く行うための条件
を解明 

・分析対象とする飼

料成分の設定 

・携帯型分析機器を

用いた未粉砕サン

プルを用いた成分

推定方法の検討 

飼料作物の成分に

与える土壌・施肥

管理の関係を解明 

堆肥の肥効予測、土

壌の可給態窒素含

量等を基にした化

学肥料の減肥可能

量の調査 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

 

 近赤外分析

機 を 利 用

し、粉砕物

を対象とし

た飼料成分

分析技術は

確立されて

いるが、未

粉砕物を対

象とした技

術が開発さ

れ て い な

い。 

堆肥の肥効

予測技術が

開発されて

いるが、品

質の安定し

た飼料を生

産する技術

の開発・実

証が行われ

ていない。 

アウトカム      実証・普及（R10 年度～）     研究開発（～R9年度） 

既往成果

（知見） ・飼料品質の評価に関わる研

究成果が民間企業に活用され

る 

 

・化学肥料施用量を 50％削減

可能な施肥管理技術の普及 

 

・飼料成分が表示された国産

飼料が流通することで、畜産

経営での国産飼料の利用量が

増加 

 

・新たに飼料生産に取り組む

生産者の増加 



 
みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業のうち環境負荷低減対策研究 

有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
みどり戦

略の 2030

年目標に

貢献 

 

・ゼロエ

ミッショ

ン栽培体

系の構築 

 

・化学肥

料使用量

3万t低減 

 

・有機農

業の取組

面 積 を

2.1 万 ha

拡大 

 

有機農業の拡大および環境

負荷の低減に資する技術体

系を実証し、横展開をはかる 

ゼロエミッション化に貢献

するGHG排出量を2割削減で

きる品種×栽培技術の普及 

 

 

 

・有機農業や環境負荷低減型

農業に取り組む生産者の増

加 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・全国で自治体と共同したモ

デル体系の実証事業を実施 

 

・産地パワーアップ事業等を

活用した地域を巻き込んだ

取組 効率的な機械除

草システム 

高精度播種機によ

る株間の最適化 

周辺の技術（研究開発） 

CO2 吸収見え

る化技術 

委託研究プロジェクト 

 
 
・有機農業の拡

大に資する大

規模・中山間地

等、地域向けの

モデル体系 2

つ以上提示 

 

・環境負荷の低

減に資する個

別技術を 4 つ

以上提示 

最終到達目標 

（R9 年度） 

・生産性の低
減を慣行比 1
割に 
・収益を５％
向上 

モデルとな

る代表的な

地域につい

て、要素技術

を組み合わ

せた次世代

水田作モデ

ル体系の構

築し、地域へ

の適用性を

検証 

 

（～R9 年度） （～R8 年度） 

抵抗性品種や天敵

を活用した化学農

薬に依存しない防

除技術を検証 

苗立ちの改善技術

等、機械除草を前提

とした手取り除草

時間を3割削減でき

る栽培技術を検証 

地力再生に資する

緑肥等を活用した

有機物利用技術に

ついて、化学肥料削

減効果を検証 

圃場試験により作

物のGHG排出量を評

価し、GHG 削減効果

が高い系統を選抜 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

アウトカム  実証・産業利用（R10 年度～）     研究開発（～R9年度） 

 

 

既往成果

（知見） 

有機栽培に

適用可能な

機械除草技

術 

水田輪作を

対象とした

緑肥の利用

技術 

排水対策等

による GHG

削減技術 

 

GHG 低減品

種の開発 

抵抗性品種

や天敵を活

用した防除

技術 

GHG 排出効果が

高い栽培法との

組み合わせによ

る、GHG 削減効果

を検証 



 
みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業のうち環境負荷低減対策研究 

有機農業の定着化に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みどり戦

略の 2050

年目標に

貢献 

 

・化学肥

料使用量

12 万 t 低

減 

 

・有機農

業の取組

面積を 12

万ha拡大 
普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・土壌生物性評価手法、評価

指標、土壌生物性の改善に

有効な土づくり推進技術の

公開 

・有機農業の取組を地域ぐる

みで実践する「オーガニッ

クビレッジ」に取り組む市

町村において、都道府県（公

設試・普及センター）と連

携した技術実践を行い、都

道府県が策定する有機農業

の手引き等に反映 

・有機農業の意欲的な民間企

業における技術実践 

R10 年度～ 

・栽培面積が大きい土地利

用型作物を中心に、土づく

り推進技術をマニュアル

化・実証 

 

・生物性指標を活用した革

新的な病害抑止体系等を構

築しマニュアル化・実証 

      
・有機農業の面積拡大 

 

AI 土壌病害診断

システム 
海外で先行する

診断手法 

周辺の技術（研究開発） 

堆肥・緑肥等

の利用技術 

委託研究プロジェクト 

 
 
・土壌生物性の

改善に有効な

土づくり推進

技術の開発 

 

・土壌病害微生

物等、病害抑止

に関わる生物

性評価指標の

開発 

 

・土壌診断及び

病原菌密度評

価による土壌

病害対策体系

の対象病害を

拡大 

最終到達目標 

（R9 年度） 

・土壌診断及

び病原菌密度

評価による土

壌病害対策体

系の対象病害

を拡大 

・生産性と土

壌病害対策が

セットになっ

た支援ツール

の検証 

菌根菌・リン

溶解菌等の養

分供給に関与

する土壌生物

性に対する評

価指標の検証 

（～R8 年度） （～R7 年度） 

作物への栄養供給や病害抑止に関わる土壌生

物性の改善に有効な堆肥の製造方法や緑肥作

物等の選定・利用方法の検証 

 

土壌呼吸、菌根菌の

ポテンシャル評価

手法等の診断手法

を用い、室内試験と

国内の有機農法の

多様性を踏まえた

多様な土壌で検証 

有機栽培等で問題

となる土壌病害の

事例調査。有効な対

策技術の掘り起こ

し。主要な発生地

域・土壌での検証。 

 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

アウトカム  実証・産業利用（R10 年度～）     研究開発（～R9年度） 

 

 

既往成果

（知見） 

堆肥・緑肥

を活用した

窒素、リン

酸等の減肥

技術 

 

国内大型

プロジェク

ト等で進め

られている

微生物叢解

析による成

果 

アブラナ科

根こぶ病等

を対象とす

る土壌病害

対策システ

ムの開発 

 

菌根菌、

リン溶解菌

等の養分供

給機作にか

かる先行研

究 

【土づくり推進技術の開発】 

【土壌生物性指標の開発】 



 
みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業のうち環境負荷低減対策研究 

魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配合飼料

の国産化

により、み

どりの食

料システ

ム戦略の

取組で掲

げる「2030

年までに

養魚飼料

の 64％を

配合飼料

給餌に転

換」に貢献 
 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

 

・水産庁や消費・安全局の既

存の補助事業により開発し

た配合飼料原料等の導入を

支援 

 

・販売流通加工の側面からの

課題の抽出 
・開発した配合飼料原料につ

いて安全性評価 
・原料メーカーや配合飼料メ

ーカーと連携して配合飼料の

製造販売 
 

委託研究プロジェクト 

・DHA 産生微細藻類

の魚油代替として

の飼料原料化 

 

 

 

・飼料原料に魚を

利用しないオール

国産飼料の開発 

 

最終到達目標 

（R9 年度） 
（～R8 年度） 

・分離培養したオーラン

チオキトリウム株からの

有用形質株の探索や増殖

特性の解明 

・培養の大規模化などの

低コスト培養技術の検討 

・安価な糖原料などを用

いた培養液の最適化 

・開発した魚油代替油を

利用したパイロット飼料

の作製 

・パイロット飼料を用い

た魚類飼育試験を行い、

配合飼料の機能性を評価 

 

【ロードマップ（事前評価段階）】 

 

アウトカム  実証・産業利用（R10 年度～）     研究開発（～R9年度） 

 

 

既往成果

（知見） 

配合飼料の

主原料であ

る魚粉や魚

油価格の高

騰 
 

微細藻類の

オーランチ

オキトリウ

ムを用いて

糖から DHA

などの魚油

代替原料を

合成 

オーランチ

オキトリウ

ムを乾燥粉

末にする加

工技術を開

発 
 

昆虫粉とオ

ーランチオ

キトリウム

粉末を用い

たパイロッ

ト飼料によ

る魚類飼育

試験 

 

新規海産微細藻類の探

索と培養技術の開発 

海産微細藻類の国産水

産飼料化技術の開発 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 



＜事業イ メージ＞＜事業の内容＞

みどりの食料システム戦略に対応した技術の研究開発を推進します。
【温室効果ガス削減】
・脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発
【農林業機械の電化】
・中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発
【化石燃料を使用しない園芸施設への移行】
・化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発
【化学農薬使用量の低減】
・環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発
【化学肥料使用量の低減】
・化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発
【有機農業の取組面積の拡大】
・有機農業の安定生産に資する畑作物を核とした次世代水田輪作モデル体系
・有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発
【養魚飼料の全量を配合飼料給餌に転換】
・魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発

この他、計12課題を実施。

２ 環境負荷低減対策研究

＜対策のポイント＞
農林水産業に起因する環境負荷の低減を図るため、農林水産業における温室効果ガス削減や化学農薬・化学肥料の使用量の低減、有機農業の取組

面積の拡大等を目指すみどりの食料システム戦略に対応した技術の研究開発を推進します。

＜政策目標＞
みどりの食料システム戦略の実現 [令和12年度及び令和32年度まで]

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3501-4609）

【令和７年度予算概算要求額 932（－）百万円】

国 民間団体等※

委託＜事業の流れ＞

※ 公設試・大学を含む。

環境負荷低減対策研究

化石燃料不使用園芸施設への移行の
ための周年安定生産システムの開発

環境低負荷型の
化学農薬施用技術の開発

有機農業の定着に活用可能な土づくり
推進技術及び土壌生物性指標の開発

魚を利用しない配合飼料への転換に向け
た藻類からの魚油代替油生産技術の開発

【期待される効果】
みどり戦略KPI2030年目標「耕地面積に占める有機農業
の取組面積を6.3万haに拡大」等に貢献

【期待される効果】
みどり戦略KPI2030年目標「化学農薬使用量（リスク換
算）10％低減」に貢献

【期待される効果】
みどり戦略KPI2030年目標「養魚飼料の64%を配合飼
料給餌に転換」に貢献

・有機物の新たな施用技術の開発、および土壌生物性の
指標化により、土壌生物機能のフル活用に資する有機
物施用法の意思決定手法を確立 等

大量培養

微細藻類（オーランチオキトリウム）

・国内で安定的に魚油代替油を生産できる微細藻類を利
用した、低コストな魚油代替油の安定生産技術を開発

【期待される効果】
みどり戦略KPI2030年目標「加温面積に占めるハイブリッ
ド型園芸施設等の割合を50%に拡大」に貢献

・省エネルギーでも品質を保つ効率的なヒートポンプの利用
技術を開発 等

・土壌くん蒸剤の使用量削減に資する、地下深層への施用
技術、有効成分の揮散を抑えるガスバリアーフィルム性能
の評価基準、土壌全面被覆の敷設技術を開発 等

オール国産飼料

昆虫粉など



 省エネルギーなハイブリッド型園芸施設

① 化石燃料不使用園芸施設への移行のための周年安定生産システムの開発

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:59（ー）百万円

 施設園芸における農作物の生産においては、農業分野におけるGHG排出量の1/3を占める化石燃料の使用削減が重要な課題であり、化石燃料の
燃焼を必要としないヒートポンプの利用拡大が必須。

 ヒートポンプの利用においては、導入及び電力利用コストが課題となっていることから、エネルギー効率の良いヒートポンプ及びその利用方法の開発の
ほか、コスト回収のための園芸施設の周年利用方法の開発が必要。

・施設栽培では、周年生産維持のため、加温
装置導入が必須。

・園芸施設の約4割に加温施設が導入されて
いるが、化石燃料を使用しないヒートポンプ導
入はそのうち６%程度であるため、農水省の
施策においては、化石燃料使用削減のため
にヒートポンプの利用拡大が必須。

・一方、ヒートポンプの普及について導入コスト
の高さと過剰利用による電力コストが課題。

・導入コスト回収のため、園芸施設の夏期を
含めたヒートポンプの周年利用が必要。

・電力コスト削減のため、エネルギー利用効率
の高いヒートポンプの自動環境制御技術が
必要。

＜イメージ＞

＜イメージ＞

・本課題で開発された環境制御技術は、公設試との連携
による現地実証の結果と合わせて、令和9年を目途にプ
ログラム化する。開発したプログラムを民間企業による制
御機器へ実装し、普及。

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と
期待される効果（みどり戦略への貢献）

多様な施設園芸
品目への適用

ヒートポンプ導入ハウスの拡大
省エネルギーでも品質
を保つ効率的なヒート
ポンプ利用技術の開発

・現在普及しているヒートポンプよりエネルギー効率の良い
ヒートポンプを開発すると共に、投入エネルギーの最小
化を図るため、生産物の高品質を担保した、省エネル
ギー型環境制御技術を開発する。

・ヒートポンプ導入コスト回収のため、栽培モデルを活用し
たエネルギー効率と収量を両立させる温度管理法を
策定し、周年型のエネルギー利用効率の高い自動環
境制御技術を開発する。

・遺伝子発現情報により複数品目の状態を短期間で把
握し、効率的にヒートポンプを利用した省エネルギー型
環境制御技術の適用範囲を拡大する。

利用拡大が必要。
一方…
・導入コストが高い
・エネルギー効率
が悪い

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室（03-3502-2549）

・ 2030年までに開発プログラムが実装されたヒートポン
プを対象作物の40% (5,500ha) に対して導入す
ることで、 みどり戦略のKPI2030年目標『ヒートポンプ
等の導入により、省エネルギーなハイブリッド型園芸施
設を50%にまで拡大』 （50%:約8,500ha）につ
いて、本課題ではKPI目標値の65%相当の達成に
対して貢献。

環境負荷低減対策研究 (1) 温室効果ガス削減プロジェクト



② 中山間地域に対応したマルチユース電動ビークルの開発

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:50（ー）百万円

中山間地域は耕地面積、農家数、農業産出額の約４割を占め、わが国農業にとって重要な役割。一方、中山間地域は平野部と比べると大型農
機の導入による生産性向上はなじみにくく、また人口減少に伴い給油所過疎地も増えていること等も踏まえると、様々な農業機械を効果的に電化し
て、導入・運用する必要。

電動農機は、小型の運搬台車などで民間の開発例があるが、メーカーにより仕様がバラバラで共通化されておらず、共通仕様等による低コスト化の取
組、ひいては農業の生産性向上が重要。

 これにより、みどりの食料システム戦略で掲げる「機械の電化・水素化等、資材のグリーン化」を推進。

＜イメージ＞

＜イメージ＞

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）○ 小型電動農機の開発において心臓部となる動力

供給部を電化、ユニット化

○ 現場ニーズを踏まえて、共通ユニットと作業環境に
応じた足回り等を適切に組合せることのできるシス
テムの構築により、マルチユースに活用可能な電動
ビークルを開発。

○ この際、現場のフィードバックを得つつシステム開発
するとともに、試作機による検証を行う。

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室（03-3502-2549）

○開発したシステムを農機メーカー等へ公開・移転し、
多様な電動農機の低コストな開発、自動化・省力
化を後押し。

○本取組による開発技術を、関係機関と連携し横展
開を図ることで、生産性を向上。

○中山間地域は、作業道が狭く傾斜し
ていたり、多様な品目が生産されていて
人力での運搬作業が多く、労力がかか
るなぁ…。といっても大型農機は入れに
くいなぁ…。

○中山間地域は給油所も少なくなってき
て、農機への給油も大変だなぁ、生産
性を高めつつ環境負荷を低減した農
業のために電動農機が重要なんだろう
けど、たくさんの専用機が必要になって
機械のコストがかかるなぁ…。

○そこそこの機能でいいので、手ごろな値
段の電動農機があればいいのに…。

例１:足回り（タイヤ）

例２:足回り（クローラ）

例３:足回り（ハイクリアランス）

共通ユニット

足回り等とのイ
ンターフェース

バッテリー・モータ
ー・制御盤などの
動力供給機能

環境負荷低減対策研究

○電動農機のマーケットの大括り化が図られ、省力
・低コストな電動農機の開発が加速し、農産物
の生産性が向上・生産コストが低減

○本成果の横展開により、中山間地における電動
農機の普及率が（草刈機並に）拡大し、みどり
の食料システム戦略におけるKPI「農林業機械・
漁船の電化」に貢献

(1) 温室効果ガス削減プロジェクト



③ 脱炭素・脱プラスチックの実現に向けた国産バイオマス由来製品の開発

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:40（－）百万円

 農林水産分野における温室効果ガス排出削減に向けては、省エネルギー対策のみならず、農業用等の廃プラスチックの排出抑制に取り組む必要。
また、国際的にプラスチック汚染対策に関する条約策定に向けた議論が進む中、農林水産業における対策の強化が急務となり、安定供給が可能
な国産バイオマスを活用した石油代替素材の開発が期待されている。

 国産のプラスチック代替原料としては、賦存量の多い木質バイオマスであるセルロース等木質多糖及びリグニンの活用が期待されているが、石油代替
素材として広く利用するためには、機能性素材の低コスト製造技術の開発や安価なリグニン等を活用した汎用資材の開発が必要となっている。

 農業用プラスチック資材や、マイクロプラスチック等海洋汚染の原因となるプラスチックの代替として、木質バイオマス系素材の活用を進め、農林水産
業における温室効果ガス排出削減や我が国における脱プラスチックに貢献。

高いCO2固定能を持つ国産高成⾧樹木を原料とする
セルロース等木質多糖及びリグニンから農業用資材等
の石油代替製品を製造する技術の開発
① 国産高成⾧樹木から機能性セルロース素材を低

コストで製造する省力化プロセスの開発
② 木質系セルロース素材を活用した、機能性農業用

資材等の開発
③ 廃液中の安価なリグニン等を活用した生分解性等

の環境適合性を有する、汎用農業用資材の開発

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）

環境負荷低減対策研究

• 民間企業と共同で木質原料を利用した既存の
プラスチック等の石油系素材を代替する技術を
開発し、民間への技術移転後に社会実装を進
め製品化する

• 石油系資源から木質バイオマスへの転換による
温室効果ガス排出削減に貢献

• 農林水産業におけるプラスチック条約への対応
に貢献

• 国産資源の活用により地域活性化に貢献

• 国産の木質原料を利用した石油系樹脂
等を代替する新素材の開発による脱炭素
・脱プラスチックへの大きな期待

• 木質原料からは、セルロースナノファイバー
（CNF）等の高機能新素材の開発・実
証が進められているが一般工業素材とし
ての利用には低コスト化が大きな課題

• パルプの製造工程で発生する廃液（黒
液）に含まれる工業リグニンについては、
安価な原料として利用が可能だが、現
状はエネルギー利用にとどまる

￥コスト

生産量

低コスト化 = 汎用利用↑
競争力↑

バイオマス素材の競争力強化
（ネットゼロエミッション）

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究開発官（基礎・基盤、環境）室（03-3502-0536）

(1) 温室効果ガス削減プロジェクト

添加
なし→

←あり

劣化抑制機能を有する塗装材

耐候性等の機能を有する
ビニールハウス用塗装材

セルロースビーズ
（コスメ等原料）

リグニンの活用

ポリポット

被覆肥料

木質系セルロース素材の活用

セルロース
ヘミ
セルロース

木材の全成分をフル活用
機能性・石油代替木質系素材

樹木を植林・再生産
（光合成）

伐採・木材利用

木材の構成成分

その他



① 環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発

研究期間:令和7年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:40（ー）百万円

 農業生産の現場では、適切な化学農薬の使用により病害虫のまん延を防止することが必要であるが、生産性の向上と持続性の両立を可能とする農業生
産の実現に向け、化学農薬を効率的に施用し、環境負荷を低減する技術の開発が求められている。

 土壌病害に対する防除手段として国内で広く使用される土壌くん蒸剤は使用量（リスク換算）が多く、効果的な施用による低減が必要とされているが、現在
の技術では、地下深くへの施用やほ場への全面施用ができないことや、施用後の揮散により、消毒効果が不完全な場合があり、多用せざるを得ない状況とな
っている。

 土壌くん蒸剤の地下深層への施用技術、有効成分の揮散を抑えるガスバリアーフィルム性能の評価基準と土壌全面被覆の敷設技術を開発するとともに
、病害虫防除効果の持続性と環境負荷低減効果の評価手法を確立し、2030年までの化学農薬の使用量10％低減に貢献し、生産性向上と持続性
を両立させる生産体系への転換を促進する。

環境低負荷型の化学農薬施用技術の開発

・畑作物や園芸作物栽培において、土壌くん蒸剤
の使用量を削減するため、地下深層への施用
技術と有効成分の揮散を抑えるガスバリアーフ
ィルム性能の評価基準、土壌全面被覆の敷設
技術を開発。
・環境低負荷型の施用技術の導入による病害虫
防除効果の持続性と環境負荷低減効果を分
かり易く評価する手法を開発。

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）

2030年までに化学農薬使用量（リスク
換算）10％低減に貢献

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究開発官（基礎・基盤、環境）室（03-3502-0536）

生産者は、土壌消毒サービスを導入するとともに
、評価に基づき施用量を減らすことで、生産性
の向上と持続性を両立させる生産体系へ転換

農機具メーカー等に深層施用や全面被覆技術
及びSOP等を提供し、専用の施用機械の実用
化を図る。生産現場において、防除効果を十分
に発揮させ、低コストで施用できるよう、生産者に
代わり、JA等によるリースや協同利用方式やサー
ビス事業体による機械を運用する仕組みを作り、
普及を図る。

環境負荷低減対策研究 (2) 化学農薬の使用量低減プロジェクト

農薬使用量・回数の
低減による生産コスト
の削減にも貢献

管理資材と敷設技術の事例土壌くん蒸剤の施用技術の機械化

この評価結果なら
今年は農薬を使用し
なくても大丈夫だな。

• 国内で使用される化学農薬のうち、土壌くん蒸剤
は、リスク換算係数が大きく、また、使用量（使用
面積）も多いため、リスク換算値が高い。

• 環境低負荷型の化学農薬施用技術の普及に向
け、土壌内の病害虫防除効果の持続性と環境負
荷低減効果を生産者が分かり易く理解できる指標
が必要。



① 化学肥料低投入型の高品質国産飼料の生産と飼料品質の迅速評価技術の開発

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:36（ー）百万円

 今後20年で基幹的農業従事者は1/4に減少することが見込まれ、担い手へ農地が集約していくことから、農地の省力的な維持管理に貢
献できる飼料作物の作付け増加が予測される。

 飼料作物は肥料要求量が多く、飼料生産を拡大した場合に問題となる化学肥料施用量の増加を堆肥主体の施肥管理技術により抑制
するとともに、飼料品質を現場で迅速に評価する技術を開発し、堆肥主体の施肥管理においても畜産農家が安心して利用できる安定し
た品質の飼料を生産、流通させるための技術開発を行い、化学肥料削減と国産飼料の利用拡大を図る。

生産現場の課題 生産現場の課題解決に資する研究内容

・飼料品質の迅速評価方法の開発により、国産
飼料の流通を促進。

・品質の安定した飼料が生産できるマニュアルを
作成し、飼料生産者等へ普及活動を実施。

社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）

国産飼料利用拡大と化学肥料
の低投入・持続性の両立

2030年化学肥料使用量
20％低減達成に貢献

・ 飼料品質の安定しない飼料は、飼料設
計に用いにくい。

・ 品質が安定し、かつ、成分が表示されたも
のを購入できると良いのだが。

畜産経営者

品質の安定した国産飼料を
安心して購入することができる

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室（03-3502-2549）

飼料生産者

環境負荷低減対策研究 (３) 化学肥料の使用量低減プロジェクト

省力的に栽培できる飼
料作物を導入したい。
堆肥を活用した施肥管
理では、品質の安定し
たものができず、畜産経
営者に購入してもらえる
か不安。

携帯型機器による迅速評価

携帯型の分析機器等を利
用し、生産現場で簡易に飼
料品質を評価する技術を開
発し、品質を表示した国産
飼料の流通を可能に。

化学肥料削減・品質安定化

有機質資材の肥効予
測モデルや、土壌中の
可給態窒素含量を基
にアプリで施肥設計

飼料生産圃場

家畜ふん堆肥

堆肥の肥効予測や、土壌の
可給態窒素含量を指標とし
た施肥管理により、化学肥料
を削減しつつ、高品質飼料の
安定生産が可能なことを実
証。

飼料成分
△△△: 〇～〇％

◇◇◇: 〇～〇％

×××: 〇～〇％



① 有機農業の安定生産に資する水田作ダイズを核とした次世代輪作モデル体系

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:47（ー）百万円

 有機農業の拡大には、国内で大きな耕地面積を占める水田作において、実需ニーズが高い大豆生産を核とした各地域環境に合わせた有
機栽培技術の体系化が必要。

 機械除草、抵抗性品種や天敵の活用、地力再生技術等を組み合わせた水田作ダイズの有機栽培体系の実証、および既存データの活用
により、国内各地に適用可能な有機水田作ダイズの次世代輪作モデル体系を確立。

 これにより、科学的実証に基づく有機水田輪作技術マニュアルが作成され、国内の有機農業の取組面積の拡大に貢献。

【「みどり戦略」に資する生産技術の実証】
・機械除草を前提とした効率的な栽培技術
・抵抗性品種や天敵等による化学農薬に依
存しない防除
・地力再生を実現する新たな有機物利用技
術
・生産性向上と温室効果ガス削減を両立させ
る新品種を活用した栽培技術
【水田作栽培モデルの体系化】
・各地域や規模（大規模、中山間等）向け
の次世代輪作モデルを体系化し、その適用
性を検証

モデル体系の展開により、みどり戦
略のKPI2030年目標
「有機農業の取組面積を6.3万
Haに拡大」の達成に貢献。 

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）

・有機農業次世代輪作について、科学的実
証に基づいた各地域へ適用可能な体系化
マニュアルを作成し、全国に展開。

・取り組みやすい輪作体系の普及により、有
機ダイズ作の拡大に貢献。

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室（03-3502-2549）

・有機栽培における除草や
地力維持の成功事例をも
とに、分かりやすいマニュアル
を作成してほしい。

普及関係者

有機水田作ダイズ栽培のイメージ

根粒菌
+緑肥の活用事例

・水田作有機栽培では、実需ニー
ズが高い大豆生産を核として、各
地域環境に合わせた体系化が必
要。

環境負荷低減対策研究 (４) 有機農業の取組面積拡大プロジェクト



② 有機農業の定着に活用可能な土づくり推進技術及び土壌生物性指標の開発

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:57（ー）百万円

 有機農業では、収量低下や病害発生に対する具体的な対策技術が乏しく、安定生産に導く有効な指標がない。

 このため、栄養供給や病害抑止を増進させる、有機物の新たな施用技術の開発及び土壌生物性の指標化を合わせて進めることで、土壌
生物機能をフル活用した有機物施用の意思決定手法を確立する。

 この成果により、化学肥料・農薬の大幅削減及び有機農業の取組面積の拡大に貢献する。

みどり戦略の2030年目標に貢献。
・化学肥料使用量20％低減 
・化学農薬使用量10％低減 
・有機農業の取組面積を6.3万ha
に拡大 

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）

・有機農業の面積拡大が期待されている作
物を中心に、研究成果を基にした土づくり
技術を使った現地実証を行い、全国で活
用可能な栽培マニュアルを作成。

・微生物機能をフル活用し、リン等の効率的
利用や土壌病害抑止が図られ、化学肥料
と農薬の使用量の大幅削減に貢献。

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-3593-6495）
農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室（03-3502-2549）

生産者

化学性

生物
性

物理
性

土壌の性質

土壌状態について、一
定の指標がある化学性
や物理性と比べて、作
物への栄養供給や病
害抑止に関わる生物
性には指標がないが、
化学肥料・農薬への依
存から脱却するには重
要な要素。

DNA等の解析・指標開発と土づくり推進技術開発

環境負荷低減対策研究 (４) 有機農業の取組面積拡大プロジェクト

・有機農業では、肥料源の
確保が困難であり、有機物
の効率的利用が課題。

・栄養不足や病害による被
害を抑えられる栽培法が必
要。

・化学肥料・農薬に頼らず安
定的な生産の成立に導く
指標がない。

【土づくり推進技術の開発】
作物への栄養供給や病害抑止効果を

増進させる、堆肥や緑肥作物など有機物
の新たな施用技術を開発する。
【土壌生物性指標の開発】

土壌中に蓄積したリン等の効率的利用
や病害発生リスクの低減に資する土壌
微生物叢の構成や機能を解析することに
より、土壌生物性の指標化を進める。

土壌生物機能をフル活用した有機物施
用の意思決定手法を確立



① 魚を利用しない配合飼料への転換に向けた藻類からの魚油代替油生産技術の開発

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と期待される効果
（みどり戦略への貢献）

・魚油価格の安定化、安定供給により、配合
飼料の国産化に貢献

・2030年までに養魚飼料の64%を配合飼
料給餌への転換に貢献（「みどりの食料システム戦
略」KPI）

・2050年までに天然資源に負荷をかけない
持続可能な養殖生産体制の構築

＜魚油の製造工程＞ ① 新規海産微細藻類の探索と培養技術の開発
有用形質株の探索、増殖特性の解明、
低コスト培養技術、培養液の最適化

② 海産微細藻類の国産水産飼料化技術の開発
開発した魚油代替油を利用した配合飼料の開発、
機能性の評価

＜研究のイメージ＞

研究期間:令和７年度～令和９年度
令和７年度予算概算要求額:60（－）百万円

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究開発官（基礎・基盤、環境）室（03-3502-0536）

・DHA産生微細藻類の製品化
・魚の利用に依存しないオール国産飼料の開発

・輸入魚粉・魚油価格の上昇による需給のひっ迫

・昆虫や細菌等による魚粉代替研究が進められて
いるが、魚油は魚からの抽出に依存

・完全な魚油代替油の生産には、従属栄養の微
細藻類であるオーランチオキトリウムの大規模培養
製造工場化が有効

・機能性食品素材用の培養技術は確立したが、
飼料用はコスト要件が厳しく未着手

生産者

生産者
（飼料原料
コスト高騰） 魚由来の魚油からの転換により

魚油代替油生産コスト削減

微細藻類の働きで糖から
有益な脂肪酸（魚油代替油）
を合成

大量培養

微細藻類（オーランチオキトリウム）

オール国産飼料

昆虫粉など

米
ド

ル
/ト

ン

OECD/FAOによる魚油価格の実績と予想

※工場規模は小規模
から大規模まで

環境負荷低減対策研究
(６)養殖における人工種苗比率拡大・
養魚飼料の配合飼料給餌転換プロジェクト

 「食料安全保障強化政策大綱（改訂版）」 (令和５年12月27日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定) では、食料安全保障の強化に向け
た構造転換の実現を目指し、水産業では養殖飼料用魚粉の国産化等を推進するとともに、「養殖業成⾧産業化総合戦略（改訂版）」（令和３年７
月）では、2030年における輸出額目標が設定され、養殖生産量の増大を推進している。

 配合飼料に必須である魚油については、原料となるイワシ等の漁獲量が世界的に厳しく資源管理されており、生産量を拡大できない一方、健康食品等への
需要も高まり、価格の上昇が続いている。

 このため、国内で安定的に魚油代替油を生産できる微細藻類を利用した、低コストな魚油代替油の安定生産技術を開発。


